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「人権」とは

「全ての人々が生命と自由を確保し、そ
れぞれの幸福を追求する権利」

「人間が人間らしく生きる権利で、生ま
れながらに持っている権利」

国籍や人種、性別、年齢、障害のある
なし等にかかわらず、すべての人が
持っている
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人権擁護機関（法務局＋人権擁護委員）
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人権擁護業務

１ 人権相談

人権問題に関して国民の相談に応じ、助言等を行う。

２人権侵犯事件の調査救済

人権侵害の疑いがある事案を認知した場合、関係者の任意の協力を得て

事実関係を調査し、人権侵害の事実が認められれば、人権侵害を行った

者に対する説示、勧告など、事案に応じた適切な措置を講じる。

３ 人権啓発

国民に人権に対する理解を深めてもらうための啓発活動（講演会、シンポ

ジウム、中学生人権作文コンテスト、人権教室 等）
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令和６年度啓発活動強調事項
…我が国における主な人権課題

１ 女性の人権を守ろう
２ こどもの人権を守ろう
３ 高齢者の人権を守ろう
４ 障害を理由とする偏見や差別をなくそう
５ 部落差別（同和問題）を解消しよう
６ アイヌの人々に対する偏見や差別をなくそう
７ 外国人の人権を尊重しよう
８ 感染症に関連する偏見や差別をなくそう
９ ハンセン病患者・元患者やその家族に対する偏見や差別をなくそう
10 刑を終えて出所した人やその家族に対する偏見や差別をなくそう
11   犯罪被害者やその家族の人権に配慮しよう
12   インターネット上の人権侵害をなくそう
13   北朝鮮当局による人権侵害問題に対する認識を深めよう
14   ホームレスに対する偏見や差別をなくそう
15   性的マイノリティに関する偏見や差別をなくそう
16   人身取引をなくそう
17   震災等の災害に起因する偏見や差別をなくそう
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人権擁護の課題

ビジネス
と人権

２０１１年

国連が「ビジネスと人権に
関する指導原則」を採択

２０２０年

国別行動計画(NAP)を作成

企業活動における
人権尊重の関心の高まり

６



ビジネスと人権に関する指導原則

人権を保護する国家の義務

人権を尊重する企業の責任

救済へのアクセス

全ての国家と企業に

人権の保護、尊重へ

の取組を促す

国家と企業は、相互に補完し合いながら役割を果たす必要がある
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企業が人権への影響を考慮する対象

正社員、派遣社員

パート・アルバイト
取引先の従業員

顧客・消費者

ＮＧＯ
地域住民

自社事業に関わる
従業員の人権だけ
を考慮すればよい
のではない！
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企業が人権への責任を求められる範囲

原料の生産・調達（農家・鉱山等）

材料・部品の製造・加工（工場等）

製造業者から購入・加工販売

商品の購入・使用（消費者）

廃棄

Ａ社が
直接

関係する
範囲

指
導
原
則
に
お
い
て
企
業
の

責
任
が
求
め
ら
れ
る
範
囲
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人権に関するリスク

ストライキ

人材流出

訴訟

行政罰

不買運動

SNSの炎上

株価下落

投資の引揚げ

サプライチェーン上

の人々の権利侵害を

放っておくと・・・
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企業が配慮すべき人権に関するリスク

今企業に求められる「ビジネスと人権」への対応（概要版）８ページ以下参照

１１



企業による人権への取組の在り方

自社事業による
人権への負の影
響を防止・軽減
するための取組

方針によるコミットメント

人権を尊重する責任を果たす旨の方針を宣言すること

人権デュー・ディリジェンスの実施
人権への影響を特定し、防止し、軽減し、
どのように対処するかについて責任をもつこと

救 済 措 置
企業が引き起こし、又は助長する人権への負の影響に
対して救済を可能にするプロセスを設けること

企業に求められているのは、サプライチェーンにおける人権侵害をゼロにすることではない。
人権リスクを軽減・防止する意思があるのか、それをどのように実施するのかが問われている。
経産省は「責任あるサプライチェーン等における人権尊重のためのガイドライン」を公表した。
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人権への負の影響を防止・軽減する取組

今企業に求められる「ビジネスと人権」への対応（概要版）21ページ以下参照
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イギリス
2013 世界で初めてNAP策定
2015 英国現代奴隷法
2016 改訂版NAPを策定

EU
2014 EU非財務情報開示指令
2018 紛争鉱物規制
2021 企業の人権DDを法制化

（ほぼ確定）

フランス
2017 人権DD法採択

NAP策定

オランダ
2013 NAP策定
2017 児童労働DD法が下院で承認

ASEAN
2016 労働CSRに関するガイドライン

オーストラリア
2019.1 オーストラリア版現代奴隷法施行

タイ
2019.10 アジアで初めてNAP策定

日本
2020.10 NAP公表

NAP発効済（24カ国）
NAP準備中（15カ国）
市民社会が取組みを始動（14カ国）

アメリカ
2010 ドッド・フランク法
2012 加州サプライチェーン透明法
2015 米国連邦調達規則改正
2016.12 NAP策定

欧米諸国の動向
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指導原則に関する国内の取組
企業行動憲章の改定（日本経済団体連合会）
•人権を尊重する経営を行う旨の条文を2017年に新設

•「実行の手引き」における人権尊重の記述を改定

コーポレートガバナンス・コードの改定（東京証券取引所）

•人権尊重への対応が重要な経営課題であると明記（2021年）

責任あるサプライチェーン等における人権尊重のためのガイド

ライン（関係府省庁施策推進・連絡会議、２０２２年９月）
•国際基準を踏まえた企業の人権尊重の取組について、企業の実態に即
して分かりやすく解説し、取組を促進することを目的に策定したもの

責任あるサプライチェーン等における人権尊重のための実務参照資料
（経済産業省、２０２３年４月）
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今後の動向

人権ＤＤ
法制化の
世界的流れ

国内での
指導原則に
基づく経営
推奨の動き

サプライ
チェーン上
の企業への
指導原則
遵守の要請

国内中小企業も発注

企業や元請企業から

指導原則に基づく経

営を求められる

対応できない企業は市場から淘汰される
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法務省の人権擁護機関の取組

ＮＡＰにおける当機関の役割

国別行動計画（ＮＡＰ）における法務省の具体的な措置（啓発関係）

①公務員に対する周知・研修
②人権啓発の実施（企業向け研修への支援）
③民間企業と連携・協力した啓発活動の更なる実施
④人権の尊重を含む社会的課題に取り組む企業を表彰
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法務省の人権擁護機関の取組 法務局ができること

Myじんけん宣言

講師の派遣

教材の貸し出し

人権問題の相談

人権を尊重する企業等であるこ
とを表明するプロジェクトです。
人権方針等を策定している場合は、
そのＵＲＬも併せて専用サイトに
掲載できます。

企業等からの依頼に応じて、無
料で講師を派遣し、人権に関する
研修を実施します。ビジネスと人
権に関する最近の動きなどもご紹
介します。

企業等において、人権に関する研
修で活用できる人権啓発用の資料や
冊子、DVDなどを無料で配布・貸出
ししています。

様々な人権問題に関する相談に応
じています。相談は、法務局職員又
は人権擁護委員がお受けします。相
談は無料で、秘密は厳守します。
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法務省の人権擁護機関の取組

ビジネスと人権に関するツール

「Myじんけん宣言」プロジェクト

企業、団体及び個人が、人権を尊
重する行動をとることを宣言するこ
とによって、誰もが人権を尊重し合
う社会の実現を目指す取組。「ビジ
ネスと人権」を促進する取り組みで
あり、人権方針等を策定している企
業・団体は、そのＵＲＬも併せて専
用サイトに掲載できる。

小泉元法務大臣の
「Myじんけん宣言」
及びメッセージ

Myじんけん宣言宣言者数
企業・団体：1038

個人：2350
2024/12/24 現在
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人権相談窓口

電話番号 0570－003－110
ゼロゼロみんなのひゃくとおばん

平日（年末年始を除く）午前８時３０分から午後５時１５分まで

●インターネット人権相談受付窓口

●女性の人権ホットライン

電話番号 0570－070－810
平日（年末年始を除く）午前８時３０分から午後５時１５分まで

●外国人人権相談ダイヤル
電話番号 0570－090911

人権イメージキャラクター

人ＫＥＮまもる君

ゼロナナゼロのハートライン

●みんなの人権１１０番（全国共通人権相談ダイヤル）
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ご清聴ありがとうございました


